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経済経済経済経済局が所管する局が所管する局が所管する局が所管する外郭団体外郭団体外郭団体外郭団体のののの第第第第３３３３期協約の中間評価期協約の中間評価期協約の中間評価期協約の中間評価についについについについてててて    
 

本市では、平成 16 年度から、「特定協約団体」と位置付けた外郭団体が、一定期間における主要

な経営目標を本市との「協約」として掲げ、協約期間終了時に達成状況の振り返りと次期協約への

反映等を行う｢特定協約団体マネジメントサイクル｣を導入しています。 

このたび、23 年度から 25 年度末までの第３期協約を策定した当局所管の９団体について、外部

専門家による 24年度末時点の「中間評価」がありましたので、その結果を御報告いたします。 

 

１１１１    対象団体対象団体対象団体対象団体    

 
(1) (公財)木原記念横浜生命科学振興財団 

(2) (公財)横浜企業経営支援財団 

(3) (公財)横浜市消費者協会 

(4) (公財)横浜市シルバー人材センター 

(5) (株)横浜インポートマート 

(6) 横浜市信用保証協会 

(7) 横浜市場冷蔵株式会社 

(8) 横浜食肉市場株式会社 

(9) (株)横浜市食肉公社 

 

２２２２    中間評価中間評価中間評価中間評価の方法についての方法についての方法についての方法について    

 

協約事項ごとの「評価指標」に基づき、達成状況の「個別評価」が行われています。 

その上で、すべての協約事項の評価を総合して、「総合評価」としています。 

 

 

 (1) 協約事項の個別評価 

 

 

 

 

    

    
 (2) 総合評価 

評価結果 評 価 基 準 

優良 全協約事項がＡ評価以上 

良好 協約事項の評価でＢが２つ以下かつそれ以外がＡ以上 

要改善 協約事項の評価でＢが３つ以上またはＣが１つ以上 

 

評価結果 評 価 基 準 

Ｓ 指標や取組が目標を大きく上回っている（目標数値の110％以上達成） 

Ａ 指標や取組が目標を達成している（目標数値の100％以上～110％未満） 

Ｂ 指標や取組が目標を下回っている（目標数値の90％以上～100％未満） 

Ｃ 指標や取組が目標を大きく下回っている（目標数値の90％未満） 

経 済 ・ 港 湾 委 員 会 資 料 

平 成 2 5 年 1 2 月 1 0 日 

経 済 局 

裏面あり 
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３３３３    中間評価結果の概要中間評価結果の概要中間評価結果の概要中間評価結果の概要    
 

【９団体の総合評価及び個別評価でCとなった協約の主な内容】 

団体名 総合評価 個別評価でCとなった協約の主な内容

（１） (公財)木原記念横浜生命科学振興財団 要改善
<協約4>固有職員数を6人にする目標に対し、
　５人にとどまった。

（２） (公財)横浜企業経営支援財団 優良

（３） (公財)横浜市消費者協会 優良

（４） (公財)横浜市シルバー人材センター 要改善
<協約1>新規事業をモデル地区で試行する
　目標に対し、サービス内容の検証にとどまった。

（５） (株)横浜インポートマート 良好

（６） 横浜市信用保証協会 要改善
<協約1>新規利用企業数を1450社にする
　目標に対し、1271社の利用にとどまった。

（７） 横浜市場冷蔵株式会社 要改善
<協約4>階層別教育・人事制度を実施する目標に
　対し、階層別教育は制度化の検討継続にとどまった。

（８） 横浜食肉市場株式会社 要改善
<協約2>新たな収入源確保による収入増300万円の
　目標に対し、265万4千円の収入増にとどまった。

<協約１>作業衛生責任者を43人にする目標等に対し、
　37人にとどまるなど有資格者の拡大が進まなかった。

<協約2>副生物関連収入増6850万円の目標に対し、
　5628万円の収入増にとどまった。

要改善(株)横浜市食肉公社（９）

 
 

各団体の「第３期協約各団体の「第３期協約各団体の「第３期協約各団体の「第３期協約    中間評価（平成中間評価（平成中間評価（平成中間評価（平成 24242424 年度）」年度）」年度）」年度）」のののの詳細詳細詳細詳細等については、別紙等については、別紙等については、別紙等については、別紙資料を資料を資料を資料を御参照御参照御参照御参照ください。ください。ください。ください。    

 

４４４４    今後の予定今後の予定今後の予定今後の予定 

今後、25 年度末での目標達成に向け引き続き指導を行うとともに、この評価結果や 23 年度ま

でに策定した「経営改革に関する方針」等を踏まえ、26 年度の目標を設定します。26 年第 1 回

定例会の常任委員会で、各団体の「26 年度年次計画（案）」を御報告させていただく予定です。 
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第３期協約中間評価（平成24年度）

公益財団法人　横浜市企業経営支援財団
評価 監査法人コメント

総合評価 優良
協約事項のすべてにおいて目標を達成する水準で推移しており、総合評価を
優良とする。

協約事項１ A

ワンストップサービスの充実として、23年度にワンストップ経営相談窓口を
関内に追加して金沢区に新設した。オープン当初である23年度の相談件数を
下回ったものの、経営相談員1名が常駐し金沢区の運営は実施され目標は達
成している。

協約事項２ S

効果検証制度として、IDEC職員と窓口相談を担当している外部専門家との情
報共有会を開催の上、所管課との意見交換を実施している。情報共有会では
外部講師を招いた研修なども実施し、結果として、相談件数と相談・支援
サービス利用者満足度は目標を達成している。

協約事項３ S

委託費支出の削減が大きく寄与し、目標を大幅に達成している。ただし、消
耗品費支出が増加していることなどコスト意識をもって効率的に事業を推進
していくために改善できる事項は残されており、引き続き、この取り組みを
継続することにより25年度も目標を達成することが望まれる。

協約事項４ A

研修に対する職員満足度は目標を上回っているものの、23年度に比べて満足
度は下がっている。23年度は外部講師による研修を実施したが24年度は内部
職員による研修が中心であったことが要因の一つである。25年度の目標であ
る職員満足度70%以上を達成するために講じられている対策を継続して実施
し、25年度も目標を達成することが期待される。
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第３期協約中間評価（平成24年度）

公益財団法人　横浜市消費者協会
評価 監査法人コメント

総合評価 優良
協約事項のすべてにおいて目標を達成する水準で推移しており、総合評価を
優良とする。

協約事項１ A

中期経営計画に掲げられた7つの課題と5つの改善課題について、公益財団法
人の認定取得をはじめとして、職員行動基準の策定、あっせん解決件数目標
や固定経費の削減目標の達成など多数の項目について、取組結果が出てい
る。今後商品テストにおける関係機関との連携強化や指定定期検査機関とし
て業務を遂行していくのに必要となる将来の経費の財源確保に向けた協議な
どを、目に見える形で実現していくことが期待される。

協約事項２ S

相談受付件数は23年度から5%程減少しているが、過年度に受付けた相談も含
め24年度における解決件数は増加し、目標を大幅に達成している。特に40歳
代以上の相談受付件数が増加傾向にあり、相談の内容も複雑化してきている
ため、相談員のより一層の専門的能力の強化が期待される。

協約事項３ S
23年度の貸出方法の変更の効果もあり、会議室1、会議室2,3のいずれも目標
を大幅に達成している。会議室の周知PR方法の工夫によりさらなる稼働率の
向上が期待される。

協約事項４ S
過年度までに消費者啓発・教育事業の利用・協力があった大学等に対して、
継続的に連絡を取り合うことで、目標を大幅に達成している。今後も様々な
アプローチの方法を検討し、連携件数を増加させていくことが期待される。

協約事項５ S

職員欠員分を派遣社員等で補う等の結果、固定経費のうち大きな割合を占め
る人件費の削減が実現され、目標を大幅に達成している。また、25年度目標
の3%削減するという目標も24年度時点では達成している。ただし、光熱水費
等、消耗品に係る費用は23年度に比べ増加しており、今後も職員がコスト意
識を持つことにより、25年度も引き続き目標を達成することが期待される。

協約事項６ A

24年度末の固有職員7名は、23年度から引き続き職務に応じた業務研修の実
施として、経理業務に係る公益法人会計実務セミナーや商品テスト業務に係
る食品表示制度と監視についての研修が受講され、目標を達成している。ま
た、相談員27名についても、23年度から引き続き5グループにわかれ各8回の
専門グループ研修を受講するなど、目標を達成している。

協約事項７ S
理事の人数は目標7人に対し実績5人と大幅に目標を達成している。評議員の
人数も目標を達成しており、引き続き増員等が無ければ25年度の目標も達成
する見込みである。
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第３期協約中間評価（平成24年度）

横浜市場冷蔵株式会社
評価 監査法人コメント

総合評価 要改善

売上高や適正人材の登用に関して目標を達成し、研修に関しても管理職の目
標管理制度の実施、参加者数の目標は達成している。しかしながら協約4の
従業員の意識改革にもつながる階層別教育制度の策定が制度化まで至らず、
顧客満足度についても目標を達成には至らなかった。そのため、総合評価は
要改善とする。

協約事項１ B

市場の再編・機能強化に伴い、中央卸売市場として廃止する南部市場での事
業展開等が未確定と市場の動向を見極める必要がある。そのため、譲渡方
法、譲渡先などの具体的な検討まで至っていない状況であり、出資構成の調
整まで実施していない。市場動向を見極めたうえで適切な出資構成等につき
検討、調整を実施することが期待される。

協約事項２ A
24年度は貨物の滞留傾向が強く、また場内貨物の取扱いの減少も年々進んで
いるが3事業所連携による市場外貨物の取り込みを推進し、目標を達成して
いる。

協約事項３ A
23年度の市OB退任後、24年度も引き続き1名体制を維持することにより目標
を達成している。

協約事項４ C

24年度から管理職目標管理制度の本格的な運用を開始しているが、階層別教
育は制度化の検討を継続中である。また、研修の参加者数も目標を達成して
いる。今後はISO教育訓練手順、既存の評価制度を組み合わせた新たな教育
制度の確立などの取組が適切になされることが期待される。

協約事項５ B

顧客満足度について23年度より2ポイント改善したものの、目標は達成して
いない。特に、貨物取扱い、冷蔵以外のサービス等のアンケート結果には、
不満、やや不満といった回答も散見される。低評価となった原因を分析する
とともに業務の品質改善に取り組んでいくことが求められる。また、
ISO9001の更新については、25年度の更新に向けて引き続き品質マネジメン
トシステムの継続的改善に取り組まれたい。
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第３期協約中間評価（平成24年度）

横浜食肉市場株式会社
評価 監査法人コメント

総合評価 要改善

ホームページの閲覧件数は大きく増加しており、経営企画室の設置、研修へ
の参加も目標達成されているものの、協約２の副生物包装手数料は目標を大
きく下回ることから、総合評価を要改善とした。
東日本大震災以降、福島県産牛が多く影響を受け、牛のと畜数は減少傾向にあ
ることから、入荷頭数をいかに確保するかが今後の課題であり、新規に設置した経
営企画室を中心に公的機関の強みとして安全性の確保・PRに一層取り組むことが
期待される。

協約事項１ S
24年度実績は、目標水準45,000件を大きく上回る174,749件となっており、
目標を大幅に達成している。なお、25年度の目標47,000件も大きく上回る水
準にある。

協約事項２ C

牛の入荷頭数減少により、24年度における副生物包装手数料は目標の3,000
千円を下回る2,654千円となっている。と畜数は、福島県産のと畜数が22年
度に比べ27.5％まで減少していることから東日本大震災以降減少傾向にあり、積
極的な営業活動等により入荷頭数を確保することが求められる。

協約事項３ A

経営企画室の設置については、23年度にすでに設置済みであり、24年度でも
継続していることから、目標を達成している。また、業務研修への出席者に
ついても、目標の10名を上回る12名が参加しており、目標を達成している。
新しく設置した経営企画室は、(株)横浜市食肉公社と連携を図りつつ入荷頭
数の増加策の検討や、風評被害の影響を避けるべく取扱食肉の安全性のア
ピール策などに取り組んで行くことが期待される。
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第３期協約中間評価（平成24年度）

株式会社横浜市食肉公社
評価 監査法人コメント

総合評価 要改善

協約１及び２がC評価であるため、総合評価を要改善とする。
協約２は東日本大震災の影響や風評被害により福島県産牛が多く影響を受け、
と畜数が減少する等の外的要因を受けた影響もあるが、外部環境に影響を受けな
い協約１については、現場作業との日程調整を行い目標とする作業衛生責任者数
を達成する方策を図る必要がある。

協約事項１ C

現場ローテーションが厳しく日程の調整がつかないことから、作業衛生責任
者数の人数は22年度以降横ばいであり、目標を達成できていない状況にあ
る。また、玉掛け作業者の資格取得者数についても、同様に目標の7名に対
し現状は4名と未達成の状況にある。なお、技能講習修了証の確認を行って
いる人が平成25年9月26日現在で3名いるため、25年度では玉掛け作業者資格
取得者数は達成見込みである。

協約事項２ C
東日本大震災の影響で、福島県産のと畜数が22年度に比べ27.5％まで減少して
いることを受けて、と畜数は減少しており、副生物関連収入も目標の68,500千円を
下回る56,280千円となっている。

協約事項３ B

固有職員の役員登用数は目標1名に対し実績1名であり、目標を達成してい
る。
一方、管理職登用数は、25年度までの目標4名に対し24年度の実績1名と未達
である。なお、最新の管理職配置決定時である平成25年4月1日時点では、管
理職3名が登用されているため、目標達成まで残り1名となっている。
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